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Ⅰ 問題意識

被用者以外のすべての国民が強制的に加入する

ものとして設計された国民年金が変質している。

2014年度現在，第1号被保険者のうち，当初主な加

入者として想定されていた自営業者（自営業主及

び家族従業者）は23.6％にすぎず，非正規雇用労

働者（パート・アルバイト・臨時）が30.9％，無職

が33.3％を占めている。世帯の平均所得額は412

万円（中位数が255万円）と低く，100万円未満の

割合が25％となっている1)。免除率は35％となっ

ているほか，納付率は，一時よりは回復したもの

の，2014年度末で63％にすぎず2)，納付しない理由

の7割以上は「経済的に支払うのが困難」としてい

る3)。国民年金はいまや，被用者以外のすべての

国民が強制的に加入する保険ではなく，非正規雇

用労働者と低所得者が加入すべき保険になってい

るのである。

非正規雇用労働者は，被用者であるにもかかわ

らずその多くが厚生年金に加入せず，低所得者で

あるために国民年金の保険料も払えない。こうし

た状況は，非正規雇用と低所得者の増加という社

会の変化に年金制度体系がうまく対応できていな
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被用者以外のすべての国民が加入するものとして設計された国民年金は，いまや非正規雇用労働者と

低所得者が加入すべき保険に変質している。わが国の年金制度体系史を見ると，（1）厚生年金の全被用

者への適用拡大にはあまり熱心でなく，（2）低所得者対策は就労の安定により社会保険のみで対応する

ことを前提としており，（3）制度体系は最低保障を重視する2階建て方式と社会保険理念に基づく2本立

て方式のせめぎ合いであったことがわかる。日本が参考にしてきたイギリスでは，（1）全被用者は同じ

扱いであり，（2）低所得者は社会保険でなく税で対応し，（3）制度体系は日本と同様だが近年職種に関

わらず定額給付化しているといった違いがある。わが国でも雇用の不安定化に対応して，厚生年金の適

用拡大，低所得者の最低保障，制度体系全体の所得比例化が行われることが望ましい。
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いことをあらわしているのではないか。本稿は，

国民年金の歴史を振り返り，国際比較を行うこと

によって，国民年金を再考し，正規・非正規雇用

労働者間の均等処遇と低所得者への対応の必要性

の観点から，年金制度の体系のあり方を考えよう

とするものである。

Ⅱ わが国における年金の制度体系

1 歴史的経緯

（1） 厚生年金保険の確立

はじめに，わが国における年金の制度体系とそ

のあり方をめぐる議論について歴史的に振り返っ

てみたい。

わが国の一般的な民間労働者に対する年金制度

は，1941年に制定された労働者年金保険法が始ま

りとされる。同法は，常時10人以上4)の従業員を

使用する工業・鉱業・運輸業の工場・事業所の男

子労働者を被保険者とした。1944年には厚生年金

保険法と改称され，従業員5人以上の事業所，事務

職員，女子へも適用拡大がなされた。これらはい

ずれも報酬比例の拠出・給付であった。

1950年の社会保障制度審議会の勧告5)は，イギ

リスのベヴァリッジ報告の影響を受けて，ベヴァ

リッジ報告と同じように戦後社会保障制度の基本

設計を提言したものである。「国民の自主的責任

の観念を害することがあってはならない」ため

「社会保障の中心をなすものは自らをしてそれに

必要な経費を醵出せしめるところの社会保険制度

でなければならない」とし，年金制度創設につい

ても提言した。ただし，「老齢者，遺族及び廃疾者

に対する年金保険制度も，できれば，すべての国

民を対象とすることが望ましい」が「経済が窮乏

し保険料の負担能力が少い現在，一般国民に対す

るこの種の保険は将来日本の経済が十分回復する

ときまでまたねばならぬ」として，被用者に関す

る制度のみについて具体的に提言した。ここで

は，年金額は「最低生活の保障を建前とする」と

ころから定額給付とするべきとしたこと6)，「一般

国民」に関しても所得制限付きの無拠出年金制度

を設けるとしていたことが注目される。その後，

軍人恩給の復活や各種共済の厚生年金からの分離

独立の動きへの危機感から，1953年の勧告7)では，

まず厚生年金，船員保険，恩給，各種共済制度の

適用者を対象とする単一の総合年金制度を確立

し，次いで5人未満事業所の被用者と一定の自営

業者を含め，定額制の年金制度をつくるという2

段階で進めることが提言された。

戦後制度の再建のために行われたのが，1954年

の厚生年金保険法の全面改正であった。その前年

には，健康保険法の改正とあわせて，土木，建築，

教育，研究，医療，福祉，通信，報道等の業種へ

の適用範囲の拡大が行われていた。このときに

は，厚生年金を定額制にするかどうかが大きな争

点であった。社会保障制度審議会や経営者団体は

最低限の生活保障の観点から定額制を主張し，被

用者の納得を得るため報酬比例を主張する厚生省

や労働団体との妥協で，給付に定額部分を設け，

定額部分と報酬比例部分をほぼ同額とした8)。た

だし，保険料の引上げには事業者側の同意が得ら

れず，給付の拡充は限定的なものになった。

（2） 国民年金の創設と年金制度体系の確立

年金制度体系について議論が行われた末に，現

行の制度体系の基本がつくられたのが，1959年の

国民年金法制定である。厚生年金制度は，一定規

模以上の事業所の被用者しか対象にしていない

が，経済の回復を背景に，医療保険と同様に自営

業者や零細事業所の従業員も年金制度の対象にす

べきという機運が高まってきた9)。

4) 中小企業の負担に配慮し，すでに5人以上の事業所が対象とされていた健康保険法よりも範囲が狭いものとされた。
5)「社会保障制度に関する勧告」
6) 長年勤務の被用者については「幾分でも報酬に比例した生活保障に近づける」観点から年数加算を行うとした。

また，保険料負担については，「10分の5程度は定額負担とし，残部は報酬に比例して負担する」としていた。
7)「年金制度の整備改革に関する勧告」
8) 吉原（2004），p.32.
9) 小山（1959），p.3，吉原（2004），p.39.
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このときの制度体系に関する議論の第一は，国

民年金制度において無拠出制年金を設けるかどう

かということであった。社会保障制度審議会は，

拠出制を原則としつつも無拠出制年金を恒久的に

設けるとし10)，厚生省の国民年金委員は，拠出能

力のない者に例外的に無拠出年金を支給するとし

た11)。議論の末，拠出制を原則とし，無拠出制の

福祉年金を経過的・補完的として設けることと

なった12)。いずれにせよ，このときには，負担で

きない者もあるので最低限の所得保障のためには

国民年金は拠出制だけでは成り立たない，という

考えのもとに福祉年金が作られたことに注意が必

要である13)。

議論の第二は，既存の被用者保険との関係であ

る。社会保障制度審議会は，既存制度未加入者を

対象とし，各制度間で資格期間の通算措置を講じ

ることで国民皆年金を達成するとし，国民年金委

員は既存制度の加入者の国民年金への二重加入案

を提言した。このとき，2階建ての年金制度体系

の創設を構想していたイギリスの議論が参照され

た14)。議論の末，既存制度未加入者を対象とする

こととなった。このとき目指したものは皆保険制

度であり，当時被用者以外の者で大多数を占めて

いたのは自営業者ではあったものの，自営業者の

ための職域年金制度を設けようとしていたのでは

なかったことには注意が必要である15)。

第三に，保険料の負担方法である。国民年金の

保険料は定額とされたが，これは定額が望ましい

ということではなく，対象者の職業や収入が多様

なため所得把握が困難であるためとされてい

た16)。対象者は所得の有無に関わらず被用者以外

の全国民とされていたので，実際に拠出できない

人に対しては免除制度が設けられた。ただし，所

得のない者であっても，既存制度加入者の配偶者

と学生については，強制加入の対象とはされな

かった。

事業者側の同意が得られず保険料の本格的な引

上げができなかった厚生年金については，1965年

の改正で保険料の大幅引上げがなされ，給付の拡

充が行われた。この背景にあり，制度体系との関

係で重要なのは，このとき厚生年金基金による代

行制度が創設されたことである。厚生年金の報酬

比例部分を厚生年金基金が代行する場合には，そ

の部分に対応する保険料が免除されることによっ

て，企業の退職金との調整がなされ，事業者側の

保険料の引上げへの合意が得られたのである。こ

のときには，イギリスで定額部分に報酬比例部分

を上乗せする段階制年金が創設された（1959年）

際に，一定要件を満たす企業年金に加入している

場合は段階制年金の適用除外とする制度が参考に

された17)。

同じ被用者であっても一定の基準（5人以上事

業所の従業員など）を満たす場合は厚生年金，満

たさない場合は国民年金加入者となり，また被扶

養者の場合は国民年金の強制加入の対象者にもな

らないという制度体系となったことから，被用者

であっても，厚生年金対象者か国民年金対象者

か，被扶養者かどうかを区別する基準が必要にな

ることとなった。まず，被扶養者認定基準につい

ては，1977年の厚生省の通達18)で収入70万円未満

10) 1958年「国民年金制度試案（原案）」「国民年金制度に関する基本方策について」
11) 1958年「国民年金制度構想上の問題点」
12) 拠出制年金の受給資格期間は25年でうち拠出した期間が10年以上必要であったが，拠出した期間がそれ未満で

も免除期間と合わせて30年あれば補完的老齢福祉年金を支給することとされた。
13) 小山（1959），p.218.法律の名称も厚生年金保険でなく国民年金であることは，保険だけの制度ではないことを

示している。ただし，給付額は25年加入者の拠出制年金の給付額の半額であることに注意。
14) 厚生省年金局（1962），p.25.
15) その意味で職種ごとの年金制度を有するドイツやフランスとは違い，被用者年金との順番は逆だがイギリスに

近い。
16) 小山（1959），p.134.なお，1969年改正では付加年金の制度が設けられたが，これは所得比例類似という発想で

あった（吉原（2004），p.50）。
17) 矢野（2012），p.166，坂本（2014），p.53.
18)「収入がある者についての被扶養者認定について」（昭和52年4月6日保発第9号・庁保発第9号）
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とされた。この数字は，所得税の控除額をもと

に，本人の給与所得控除（50万円）と配偶者控除

（20万円）を合計したものであり，その後税制改正

に従って引き上げられたが，1987年からは税制と

は別に収入の伸びに応じた改定が行われるように

なり，1993年に130万円未満に固定され19)，現在に

至っている20)。

また，被用者のうち適用事業所に使用されてい

ない者や，日雇い・3カ月以内の季節労働などの労

働者は厚生年金が適用されない（厚生年金保険法

第12条各号）が，所定労働時間・日数が同じ事業

所で同種の業務に従事する通常の就労者のおおむ

ね4分の3以上である短時間労働者については，原

則として厚生年金を適用する旨，1980年の厚生省

の内翰21)で示され，それを踏まえて運用がなされ

るようになった。これは，取り扱いの統一化のた

め，雇用保険法による短時間労働者に対する当時

の取扱い（昭和50年3月25日付職発第97号）及び人

事院規則による非常勤職員の取扱い（人事院規則

15-4）を参考にして基準を設定したものである22)。

同内翰では，「健康保険及び厚生年金保険が適用

されるべきか否かは，健康保険法及び厚生年金保

険法の趣旨から当該就労者が当該事業所と常用的

使用関係にあるかどうかにより判断すべきもの」

とされた上で，「常用的使用関係」にあるかどうか

の基準を示したものである。雇用保険制度におけ

る，1950年の労働省の通達23)に「例へば家庭の婦

女子，アルバイト学生等であつて・・・その者の

受ける賃金を以て家計費或は学資の主たる部分を

賄わない者，即ち家計補助的，又は学資の一部を

賄うに過ぎないもの，反復継続して就労しない者

であつて，臨時内職的に就労するに過ぎないも

の」は，「労働者と認めがたく，又失業者となるお

それがないので，失業保険の被保険者としない」

とし，「臨時内職的就労者」は賃金によって生活

し，継続して就労する者すなわち労働者ではない

としていたことに由来しているので，厚生年金保

険法（及び健康保険法）においては，労働時間・

日数が通常の就労者のおおむね4分の3未満である

短時間労働者は，第9条の「適用事業所に使用され

る者」に該当しないという解釈であったと解され

る24)。

（3） 基礎年金制度の創設による制度体系の変

更

1959年改正による厚生年金と国民年金の2本立

て25)の制度体系は，その後維持され，経済成長を

背景に給付の拡充が続けられた26)。その後年金制

度体系が議論の末抜本的に改められるのは，1985

年の改正であった。この改正では，産業構造の変

化により制度間の財政構造に格差が生じ，とくに

国民年金の財政構造が厳しくなっていることに対

応し，制度体系の見直しを行うことになったわけ

である。

1970年代後半から年金制度体系についての様々

な議論があった。社会保障制度審議会（制度審）

の建議27)では，伝統的な生存権保障に基づく定額

制年金の考え方に基づき，税方式の基本年金とそ

れに上乗せする社会保険年金の2階建て方式を提

案した。これに対し，厚生省の年金制度基本構想

懇談会の報告28)では，社会保険方式を維持し，現

行制度の分立を前提に制度間財政調整を行う2本

19) 昭和61年3月31日庁保発第13号都道府県知事あて通知
20) 第1回社会保障審議会短時間労働者への社会保険適用等に関する特別部会資料（2011年9月1日）
21) 昭和55年6月6日厚生省保険課長・社会保険庁健康保険課長・厚生年金保険課長連名通知
22) 第1回雇用と年金に関する研究会資料（2002年6月5日）
23)「臨時内職的に雇用される者に対する失業保険法の適用について」（昭和25年1月17日職発第49号）
24) 内翰の問題については，台（2003），金井（2015），木下（2015）参照。
25) 本稿では，加入者の職種によって異なる制度に加入する制度体系を「2本立て」，全加入者が1つの共通の制度に

加入した上で，一部の者のみが上乗せ的に制度に加入する制度体系を「2階建て」と呼ぶこととする（図1の日本お

よび図2のイギリスの制度体系図を参照）。
26) 給付水準の経緯については，西村（2016）参照。
27) 1977年「皆年金下の新年金体系」
28) 1979年「わが国の年金制度の改革の方向―長期的な均衡と安定を求めて」
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立て方式の提案を行った。議論の末実際におこな

われた1985年の改正では，給付については全国民

共通の基礎年金に被用者向けの報酬比例年金を上

乗せする2階建てとなったが，負担については社

会保険方式のまま，被用者は報酬比例，それ以外

の者は定額保険料という2本立てを維持すること

となった。

1985年改正の年金制度体系に関わる見直しの第

一は，基礎年金の創設である。これは，生存権思

想に基づき基礎的生活費の保障を行うという制度

審の基本年金構想に大きく影響され，全国民共通

の基礎年金制度を創設し，国民年金を給付面では

基礎年金と改称したものであるが，負担面では被

用者の厚生年金とそれ以外の者の国民年金におけ

る拠出方法の相違を維持したため，給付は2階建

て・拠出は2本立てという制度になり，実質的には

被用者の厚生年金からそれ以外の者の国民年金へ

の財政移転という基礎年金制度を通じた制度間財

政調整の意味を持つものであった。

第二に，国民年金の拠出方法である。このとき

国民年金も所得比例にすることが望ましいとは考

えられていたが，1959年の創設時と同様，所得把

握が困難であること，国民年金の加入者は低所得

の者が多く2階部分に相当する保険料は払えない

者が多いということで断念された29)。このことは

負担能力と無関係に定額の負担を求めることを意

味し，負担の過重感を生むこととなった。一方

で，1959年には拠出制と併存していた無拠出制の

福祉年金については廃止して，低所得者について

は国庫負担分しか支給されない免除制度で対応す

ることとされ，最低保障は行われないこととされ

た30)。このことは，基礎年金創設時に被用者の専

業主婦に対して第3号被保険者制度が創設され，

保険料負担なしに基礎年金を保障することにな

り，社会保険方式との関係は不明確になったが女

性の老後の年金を保障することになったことと対

照的となっている。

第三に，従業員5人未満の法人事業所に厚生年

金の適用が拡大されたことである。この改正は

1954年改正以来の厚生年金適用範囲の拡大であっ

たが，個人事業所は雇用実態の把握が困難である

との問題から法人のみとされ31)，被用者であって

も厚生年金が適用されない者があることを容認す

ることとなった。

第四に，被用者年金の一元化である。国家・地

方公務員，私学教職員，農協職員，国鉄など公共

事業体職員は歴史的経緯からそれぞれ独立した共

済制度を持っていたが，官民格差是正と財政的救

済のため，厚生年金に統合されていくことになっ

た。1985年改正では共済年金も基礎年金と報酬比

例年金の2階建てにし，2階部分は基本的に厚生年

金と同じ制度設計にしたうえで，3階部分として

職域部分を加える形となり，被用者年金の一元化

への道筋が整えられた。その後，1989年の被用者

年金費用負担調整法による制度間財政調整，1996

年改正による3共済（鉄道，たばこ，電電）の厚生

年金への統合，2001年改正による農林共済の厚生

年金への統合を経て，2012年被用者年金一元化法

で共済年金はすべて厚生年金に統合されることに

なる。

（4） 雇用の変容と制度体系の議論

1985年改正でつくられた制度体系は，基礎年金

による基礎的生活保障と厚生年金・国民年金の制

度間財政調整を中核としており，その後，その体

系は維持されたまま少子高齢化に対応した給付・

負担水準の調整が行われてきた32)。しかしこの間

の雇用・社会の変容は著しかった。自営業者が

減って，被用者が増加したため（表1），国民年金

の加入者の多くが被用者になったが（表2），被用

者の増加は非正規雇用によるものが大きかった。

この傾向は特に2000年代に入ってから急速に進ん

29) 吉原（1987），p.56.
30) ただし，受給資格期間はすべて免除期間で満たすことができるとされた。
31) 未適用者365.4万人のうち33.4％が新たに適用になると見込まれた。吉原（1987），p.176.
32) 1994年改正によるネットスライド，2000年改正による既裁定物価スライド，2004年改正によるマクロ経済スラ

イドの導入など。
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だ（表3）。これは女性の就労が大幅に増加した33)

ことも理由にあるが，従来世帯主（主たる賃金稼

得者）とされてきた男性の非正規労働化が著し

い。一方，格差拡大と貧困増大から国民年金加入

者における低所得者の増加が著しく，これは納付

率の低下と免除者の増加にも現れている（表4）。

こうした事態の進行を背景に，年金制度の体系

に関わる改正として，基礎年金の国庫負担の引上

げが図られてきた34)。これは，保険料負担の抑制

のためであるとともに，格差社会における生活保

障の必要性の高まりと，厚生年金の民営化論と

セットで強まってきた基礎年金税方式化論への対

応といった面がある。また，国民年金における免

除制度の拡大も行われた35)。これは，国民年金の

負担を能力に応じたものに近付けようとするもの

であるが，免除された場合基礎年金額が減額され

てしまうことに問題がある。さらに，国民年金の

納付率が低下する一方，自ら保険料を支払わなく

ても満額の基礎年金額が保障される第3号被保険

者制度への批判が強まり，年金分割制度の創設や

育児休業期間中免除の拡充（2004年改正）などで

部分的な対応が行われた。

33) 1997年からは共働き世帯が片働き世帯より多くなっている。
34) 2000年改正で方針決定，2004年改正で法制化，2012年改正で完全実施。
35) 2000年改正で半額免除，2004年改正で多段階免除を創設。

社 会 保 障 研 究 Vol. 1 No. 2298

表1 従業上の地位別就業者数

自営 家族従業者 雇用者 (雇用者中の常雇の割合)

1960年 23％ 24％ 53％ 85％

1985年 16％ 10％ 74％ 90％

2000年 11％ 5％ 83％ 87％

2015年 9％ 3％ 88％ 82％

出典：総務省「労働力調査」

表2 国民年金加入者の状況

就業状況 世帯所得

自営業主 家族従業者
被用者

（うち常用雇用）
無職 平均（円） 100万円未満の者の割合

1996年 24.9％ 14.4％ 25.0％(11.1) 31.4％ 502万 17％

2014年 16.0％ 7.6％ 40.3％(30.9) 33.3％ 412万 25％

出典：「国民年金被保険者実態調査」

表3 雇用者に占める非正規雇用労働者の割合

男女計 男性 女性

1996年 21.5％ 9.4％ 39.8％

2014年 37.4％ 21.8％ 56.7％

出典：総務省「労働力調査（特別調査）」、厚生労働省「労働力調査

（詳細集計）」

表4 国民年金の納付率と免除率

納付率 免除率

全額免除 うち

法定免除

うち

申請免除

うち学生

納付特例

うち若年

納付特例

一部免除

1996年 82.9％ 17.6％ 4.6％ 13.0％ − − −

2014年 63.1％ 35.0％ 7.8％ 14.3％ 10.4％ 2.6％ 3.6％

出典：「社会保険事業の概況」「厚生年金保険・国民年金事業の概況」
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このように年金制度の体系のあり方の議論の必

要性は高まってきていたが，2009年の民主党への

政権交代を機に，年金制度体系の見直しが政治的

な争点となった。民主党の選挙公約では，制度間

格差や未納の増加を理由に，社会保険方式による

全国民一本の所得比例年金と税方式による最低保

障年金を組み合わせた2階建ての新年金制度体系

を創設するというものであった。年金制度の体系

のあり方の議論は，社会保障財源確保のため消費

税率を引き上げる「社会保障・税の一体改革」の

与野党協議の中で行われたが，制度体系の抜本的

な改革については政争の具となって合意が得られ

ず，短時間労働者への厚生年金適用の若干の拡

大36)と産休中の保険料免除37)，年金生活者支援給

付金制度創設38)だけが合意を得て制度化されてい

る。

その後，2012年に政権が自民党に戻って以降，

すでに与野党間で合意が得られていた事項以外の

年金制度体系の議論は止まっている。2016年改正

法案には，短時間労働者への厚生年金適用の若干

の拡大39)と国民年金第1号被保険者の産前産後期

間の保険料の免除に関する規定だけが含まれてい

る40)。

2 小括

ここまでのわが国における年金制度体系の議論

に関し，厚生年金の適用拡大，低所得者対策，制

度体系の全体論という各々の論点についてまとめ

てみたい。

（1） 厚生年金の適用拡大

厚生年金の適用事業所は，1954年の厚生年金保

険法全面改正時に主要業種の5人以上事業所に適

用するとして以来，国民年金創設時にも変更され

ず，以降は，基礎年金創設時に5人未満法人に拡大

されただけであった。これは零細な個人事業所に

ついては雇用実態を確認できないという制度運用

上の理由に基づくものであった。一方，短期間労

働者については当初から適用対象としないことが

法律上明記され，短時間労働者については，社会

保険制度が生活費保障のためのものであるという

趣旨から，家計補助のための「臨時内職的就労者」

は法律上の労働者には当たらないため，厚生年金

は適用されず，被扶養者の基準を満たさなければ

国民年金の適用になるとされてきた。この取扱い

は，内翰という行政内部の文書で行われ，法令に

よるものでなかったことが批判されているが41)，

1980年内翰の内容自体は2012年の法改正で法文上

明記され追認されている42)。

このように，厚生年金の適用範囲の拡大につい

て制度史上あまり熱心であったと言えなかったの

は，「自営業者の職域保険」となっている諸外国と

異なり，わが国の国民年金は「被用者以外の全国

民が加入する保険」という制度設計になっていた

ため，厚生年金に適用されなくても国民年金とい

う社会保険に適用されることで，「皆保険」が達成

できると考えられていたからであると思われる。

近年においては，非正規雇用が増加して同じ被用

者でも厚生年金と国民年金に適用が分かれる場合

が多くなってきているという雇用実態の変化と，

正規・非正規労働者間の均等処遇が求められるよ

うになっている43)という新たな要請から，非正規

36) 従業員501人以上の企業で，労働時間が週20時間以上，賃金が月額8.8万円以上，勤務期間は1年以上の短時間労

働者（約25万人）に適用拡大するもの（2016年10月施行）。
37) 以上は年金財政機能強化法（2012年）による。
38) 年金生活者支援給付金法（2012年）による。一定所得以下の年金受給権者に対して給付を行うもの。ただし，

消費税の10％への引上げと同時とされているため，施行されていない。
39) 500人以下の企業も，労使の合意に基づき，企業単位で短時間労働者への適用拡大を可能とするもの（平成28年

10月実施）。
40) 2016年通常国会に提出されたが成立せず，継続審議となった。
41) 木下（2015），川崎（2015)
42) ただし，内翰は法文上の「使用される者」の解釈を示していたが，法改正では「使用される者」にもかかわらず

「被保険者としない」者として規定しており，論理は異なる。
43) 厚生年金のほうが事業者負担がある，2階部分の給付があるという点で手厚い制度である。
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雇用労働者に対し国民年金ではなく厚生年金の適

用をすべきということは大きな課題になってきて

いる。

（2） 低所得者対策

1959年創設時の国民年金法では社会保険（拠出

制）年金と並んで，保険料納付期間が短い者に対

しても免除期間と合わせて30年以上あれば70歳か

ら支給する補完的福祉年金を設けていた。これは

支払い能力がないものの存在を認め，社会保険方

式の限界を認識したもの（ただし額は拠出制年金

の半額）であった。1985年の基礎年金創設時に，

免除制度があれば十分として福祉年金を廃止し，

免除期間の全てを受給資格期間とみなして社会保

険方式で対応することにした。内容的には福祉年

金と同様のものであり，むしろ免除期間が長い者

に対する給付は手厚くなったわけであるが，福祉

年金（無拠出年金）ではなく免除期間を保険期間

とみなした社会保険年金（拠出制年金）であると

いう論理をとっている。免除期間は長い人生にお

ける短い期間に過ぎず，基本的には就労収入で拠

出できるという，就労の安定を前提とした社会保

険万能論に基づいていると言え，また，免除期間

の給付水準は満額の3分の1（国庫負担相当分）に

過ぎず社会保険での基礎保障は実質的には断念さ

れていた。なお，障害福祉年金については障害基

礎年金に移行し，社会保険財源が投入されるもの

の無拠出制年金（拠出を要件としない）として維

持されることになった（20歳前傷病による障害基

礎年金）。

その後，非正規・低賃金労働の増加で，厚生年

金に加入せず国民年金も納付しない者が増加し，

低年金者の増加が懸念されるようになって，福祉

的給付の要請が強くなってきた。免除期間で受給

資格期間を満たしている低年金受給権者に上乗せ

を行うことを想定している年金生活者支援給付金

制度は，福祉年金と性格が似ている。低所得者に

対しては免除で対応してきたのは，総じて雇用が

安定していて，免除期間は極めて短いことが前提

となっていたが，近年の非正規雇用の増加や失業

の増加により，就労収入に基づき拠出できること

が当然の状況でなくなってきたという社会保険方

式の限界から，税による補填という低所得者対策

が必要になってきていると考えることができる。

（3） 制度体系論

わが国の年金制度体系の歴史を振り返ると，ま

ず国民年金の創設で被用者とそれ以外の者の制度

を分立させた2本立ての制度体系となった44)。基

礎年金創設時には基礎年金と上乗せの被用者年金

という2階建ての制度体系とされた（ただし拠出

については厚生年金と国民年金は違う方法をと

り，基礎年金制度で財政調整する仕組みであっ

て，事実上2本立てであった）。社会保障・税一体

改革に至る議論においては，民主党により所得比

例年金を税方式の最低保障年金で補完する2階建

てに近い案が模索された。雇用の不安定化の中で

の社会保険方式の限界が認識され，国庫負担の引

上げや年金生活者支援給付金創設といった税によ

る最低保障に近い企てがなされてきているが，制

度体系論自体は政争の具となってしまい議論が進

まない状況になっている，という経緯である（図

1）。

つまり，わが国の社会保障において生存権理念

と社会保険理念が強いことを反映して，年金制度

体系論においては，生存権理念に基づき1階部分

は税方式で最低保障を行うべきであるとする，伝

統的に制度審が主張してきた2階建て論と，就労

収入による拠出に基づく給付を中心とすべきとい

う社会保険理念を踏まえた厚生省中心の2本立て

論があり，本来矛盾するこの2つの議論のせめぎ

合いの中で，二兎を追う形で現実の制度設計が行

なわれてきたということができる。そして，近年

までは安定した雇用を基礎にして現実的な徴収方

44) ただし，厚生年金の定額部分の水準＝報酬比例部分の水準＝国民年金の水準とし，国民年金の夫婦と厚生年金

の片働き世帯の年金額が同額になるよう設計され（厚生年金の定額部分と国民年金は同額だったので，1985年改

正でこの部分を基礎年金として切り出すことができた），厚生年金と国民年金の給付水準はリンクしていた（西村

（2016）参照）。

社 会 保 障 研 究 Vol. 1 No. 2300
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法でもあった社会保険が，雇用の不安定化ととも

に限界を見せるようになり，再び生存権論に基づ

く最低保障の必要性がクローズアップされてきて

いる状況であると言える。

Ⅲ イギリスにおける年金制度体系

1 歴史的経緯

ここで，外国との比較として，イギリスにおけ

る年金制度体系を概観してみたい。Ⅱで言及した

ように，わが国の年金制度体系の節目にはイギリ

スの制度が参考にされてきたし，そのためもあっ

て給付は2階建て，拠出は2本立てというわが国の

現在の制度体系は，イギリスのものに類似してお

り，イギリスでの議論が参考になると思われるか

らである45)。

（1） ベヴァリッジ報告に基づく国民保険法の

成立まで

イギリスの現代的な年金制度の初めは，1908年

の老齢年金法46)による無拠出制年金（所得制限付

き）であり，1925年には寡婦・孤児・老齢拠出年

金法47)により全被用者を被保険者にした拠出制老

齢年金が創設された。

1942年のベヴァリッジ報告48)は，イギリスの戦

後あるべき社会保障の制度体系を描いた上で，具

体的な制度設計を行い，実際にそれに基づき制度

がつくられたもので，重要な意味を持っている。

ベヴァリッジは，不時に備えての貯蓄奨励が国民

に希望されており，また給付と負担がバランスす

る仕組みが必要であることから，社会保険を所得

保障制度体系の中心に据え49)，国が最低生活保障

の役割を果たすとともに，所得再分配を行わない

（それは税の役割であるとした）ために，定額給

付・定額拠出の年金制度を提言した。ベヴァリッ

ジ報告に基づく1946年国民保険法50)は，失業者又

は就労能力のない者・学生・年収75ポンド以下の

者・既婚女性51)を除く全国民に定額保険料（被用

者・自営業者・雇用されていない者で額は異なる）

の拠出義務を課し，支給開始年齢に達して離職し

た者に定額の退職年金給付を行うものであった

（1階建て）。

45) イギリス年金制度史については，西村（2013），嵩（2006）参照。
46) The Old Pensions Act 1908.
47) Widows’，Orphans’and Old Age Contributory Pensions Act 1925.
48) Social Insurance and Allied Services , Cmd 6404.
49) 同書paras.20-22.
50) National Insurance Act 1946.
51) 既婚女性は任意加入であった。
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                     厚生年金 

                         最低保障年金 

      国民年金     厚生年金        国民年金（基礎年金）           所得比例年金 

 

      2 本立て       2 階建て（拠出は 2本立て） 2 階建て  

     （1959 年法）       （1985 年法）    （民主党案）  

図1 日本の年金制度体系
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（2） 所得比例年金の創設

戦後，経済成長にもかかわらず，国民保険は定

額給付・定額拠出で設計されていたため，低所得

者の拠出額の制約のために給付額の引上げに限界

があった。そのため，老齢年金の受給者の多くが

国民扶助を受けることになり，所得保障の中での

老齢年金の比重は低くなってきた。こうした状況

を踏まえ，給付水準の引上げのため所得比例年金

の導入が議論されるようになり，1959年法52)で段

階制年金（Graduated Pension）が創設された。被

用者について一定範囲の賃金に対し8.5％（労使

折半）の保険料を上乗せし，所得比例給付を行う

もので（職域年金加入者は適用除外），2階建て給

付・2階建て拠出の制度体系となった。自営業者

については，所得比例部分の必要性の低さと，所

得把握・徴収の困難さを理由に，所得比例年金の

必要性は否定され53)，この考え方は現在にいたっ

ている。

しかしながら，段階制年金は，職域年金との競

合を避けるため所得比例部分の対象となる賃金の

範囲が狭かったこと，所得比例の追加拠出が定額

部分の赤字補てんに充てられてしまったこと，物

価スライドがなかったことなどから，十分な給付

水準につながらなかったため，制度体系の議論は

続き，1975年法54)で国家所得比例年金（State

Earnings-Related Pension Scheme=SERPS）が創設

された。SERPSは，被用者は全体について所得比

例で保険料を支払い（被用者6.5％，使用者10％，

職域年金加入者の適用除外あり），自営業者は定

額保険料（高額所得者は＋8％），給付は定額＋所

得比例（被用者）とするもので，2階建て給付・2

本立て拠出の制度体系になった。自営業者のうち

高額所得者にのみ給付に結び付かない所得比例負

担を導入したことについては，給付費用をより公

平に分散し，低所得者の困難を避けるため定額負

担の水準を押さえる必要があるため，と説明され

ている55)。

（3） 2階部分の縮小と再分配の強化

1979年に成立したサッチャー保守党政権は，国

の役割の縮減というニューライトの思想に基づく

社会保障改革を進め，老齢年金については，1986

年法56)により2階部分の縮小と私的年金加入者の

SERPSからの適用除外の拡大を行った。その結

果，公的扶助の受給者が増加したため，1997年に

成立したブレア労働党政権は，貯蓄できない者に

は保障を，貯蓄できる者にはしやすくするという

考え方57)に基づき，加入しやすい私的年金の普及

と再分配の強化による年金水準の確保につとめ

た。具体的には1999年法58)でステークホールダー

年金，2008年法59)では被用者が自動加入（希望し

た場合は適用免除）となる全国雇用貯蓄トラスト

（National Employment Savings Trust=NEST）を導

入するとともに，2002年法60)では低年金者に対し

最低保障を行う年金クレジットを導入した。2000

年法61)によりSERPSよりも再分配を強化した被用

者向け所得比例年金として創設された国家第二年

金（State Second Pension）は，2007年法62)で再分配

をなお強化した63)。

52) National Insurance Act 1959.
53) Provision for Old Age: the future development of the national insurance scheme, Cmnd 538, 1958, para.36.
54) Social Security Pensions Act 1975.
55) Better Pensions, Cmnd 5713, 1974, para.41.
56) Social Security Act 1986.
57) A New Contract for Welfare: partnership in pensions, Cm 4179, 1998.
58) Welfare Reform and Pensions Act 1999.
59) Pensions Act 2008.
60) State Pension Credit Act 2002.
61) Child Support, Pensions and Social Security Act 2000.
62) Pensions Act 2007.
63) 当初は所得区分を3段階とした（給付率はそれぞれ40％，10％，20％）が，2007年法で所得区分を2段階とした。
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キャメロン保守党政権に替わった後の2014年年

金法64)では，新国家年金（一層型年金）が創設され

ている（2016年施行）。これは，前政権から引き続

き再分配を強化したもので，被用者・自営業者と

も定額給付とするものである65)。保険料負担の方

法は，被用者は定率拠出，自営業者は定額拠出と，

2本立てであることは以前と変わらない66)。

2 小括と検討

（1） 被用者年金の適用範囲

イギリスにおいては，一定所得以下の者は拠出

義務はないが，それ以上の所得の被用者は雇用形

態に関わらず同じ扱いとなっている。なお，保険

料徴収は税務当局によっておこなわれている67)。

（2） 低所得者対策

制度発足当初から，就労収入に基づき拠出を行

うという考え方に立っており，一定所得以下の者

には保険料の拠出義務がなく，国民扶助で補完す

ることとなっていた。拠出できない者が増え，国

民扶助の対象者が増えてきたという社会保険の限

界に対応し，近年は低年金者に対しては年金制度

の中で再分配を強く効かせて水準を確保しようと

しているほか，税方式により上乗せする最低保障

制度（年金クレジット）を設けている68)。

つまり，拠出能力のない者にも保険料拠出を求

めたり保険料拠出を擬制したりするという皆保険

の考え方はなく，一定所得以下の者は社会保険で

なく税方式で対応・補完する考え方に立ってい

る。ただし，社会保険優先の考え方であり，国民

扶助や年金クレジットの増加に対しては社会保険

における再分配の強化でできるだけ税方式で対応

する部分を小さくするように腐心してきている。

（3） 制度体系論

イギリスの年金制度体系を振り返ると，ベヴァ

リッジ報告に基づく国民保険制度は最低保障水準

の給付を確保するための定額負担・定額給付の1

階建ての制度であった。その後，定額負担による

給付水準の制約から，被用者については報酬比例

64) Pensions Act 2014.
65) 一層型年金については藤森（2015）参照。なお，配偶者年金，私的年金加入者の適用除外は廃止された。
66) 現行（2015-16年度）の保険料負担は，被用者は原則本人12％，使用者13.8％，ただし週￡112-155の部分は0％

（それ未満の場合拠出義務なし）で，週￡815以上の部分については本人分2％，自営業者は年￡5,965以上の利益が

ある場合週£2.80定額（それ未満の場合拠出義務なし），年£8,060以上の利益分について9％（£42,385以上の分につ

いては2％）となっている。なお，2016年6月現在，自営業者の定額拠出を廃止する動きがある。
67) Social Security Contributions (Transfer of Functions, etc.) Act 1999により税と社会保険の徴収権限は歳入庁に一

元化された。
68) 欧州各国にも同様の制度がある。
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                     報酬比例年金              NEST  

                          

     国民保険（定額）               国民保険（定額）      年金クレジット 国家年金（定額） 

 

     1 階建て          2 階建て       １階建て（拠出は 2本立て） 

（SERPS 以降拠出は 2本立て） 

    （1946 年法）   （1959・1975・2000 年法）  （2014 年法） 

図2 イギリスの年金制度体系
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部分を上乗せしたが，1986年改革により2階部分

を縮小し，2000年以降は2階部分を定額給付化す

ることで再分配を強化するとともに，低所得者は

税方式による最低保障，中高所得者は私的年金と

公的年金を組み合わせることで所得保障を図るよ

うにしてきた，という経緯である（図2）。

このように見ると，イギリスの年金制度は，ベ

ヴァリッジ報告以来定額給付による最低保障理念

と社会保険理念が強く，その点において日本と類

似している。経済成長期には給付水準引上げのた

め被用者について所得比例拠出にし2階建て給

付・2本立て拠出の体系にしたが，近年職種に関わ

らず定額給付化し，いわば先祖（ベヴァリッジ）

返りしている状況にある。

日本と異なるのは，皆保険でなく，一定所得以

上の被用者及び自営業者のみに拠出義務を課して

いることである。したがって，被用者は所得比例

負担，自営業者は定額負担（ただし一定収益以上

の高額所得自営業者には給付に結び付かない上乗

せ定率負担がある）という違いがあっても，同じ

被用者でも拠出方法が異なったり，収入のない者

をある者と同じ扱いにしたりというようなことは

なく，制度間の差は職業や所得の性格の差による

ものということで不公平感が生まれないように

なっている。

Ⅳ 国民年金再考

以上のイギリスにおける年金制度体系も参考に

して，国民年金を中心にわが国の年金制度体系の

今後のあり方についてまとめてみたい。

1 厚生年金の適用範囲問題

従来は，雇用は安定していたので非正規労働の

期間はごく短いか，臨時内職的な就労であること

が前提とされ，非正規雇用労働者は厚生年金の適

用にならなくても，同じ社会保険である国民年金

の適用になるか被扶養者になるので，皆保険は達

成されるという考え方であった。しかしながら，

雇用が不安定化し，厚生年金適用になる正規雇用

が生涯続くことを前提にできなくなり，非正規雇

用が世帯主も含め被用者の3分の1を超える割合に

も達している状況の中で，正規・非正規雇用労働

者間の均等処遇という新たな課題への対応とし

て，全被用者への厚生年金の適用拡大が求められ

ている。厚生年金の適用拡大が行われれば，専業

主婦（130万円未満の収入の被扶養者）が保険料を

支払わないにもかかわらずその期間について基礎

年金が保障される不公平感についても，第三号被

保険者自体の数が減少することで問題の縮小につ

ながることになろう。

また，5人未満事業所の被用者についても厚生

年金がこれまで適用されてこなかった。これは年

金事務所による加入事務として雇用の実態確認が

困難であるためということが理由とされてきた

が，雇用所得は税務当局には把握され，雇用は労

働法上の規制の対象になっていることからすれ

ば，例えばイギリスで税と保険料を同一賦課ベー

ス・同一機関で徴収しているように，徴収方法の

効率化の問題として処理できるのではないかと思

われる。そうすれば「適用事業所」に雇用されて

いるかどうかによって加入する制度が異なるとい

うこともなくなる。

厚生年金の適用拡大の問題に関しては，給付が

2階建て（定額＋報酬比例）になっていることか

ら，低い報酬の者に厚生年金を適用すると国民年

金加入者よりも低い負担で高い給付を受けられる

場合が生じ，不公平になるのではないかと懸念さ

れている69)。しかしながら，被用者とそれ以外の

者については，所得の性質が異なることから拠出

方法を定額／定率と別にし，2本立ての別制度に

しているわけであるから，両者の数字的な均衡を

気にするのは適当でない。

そもそも同じ被用者であるのに拠出方法が異な

る2つの制度にわけていることは今や不自然であ

り，イギリスで行っているように，厚生年金の適

用拡大により被用者には一元的に厚生年金を適用

し，事業主と保険料を折半負担させ，まずは厚生

69) 現在の標準報酬下限は9.8万円だが，健康保険の等級に合わせて7.8万円にすると労使の厚生年金保険料合計が

国民年金保険料よりも低いのに基礎年金に加え厚生年金を受給できるようになってしまうという指摘。
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年金という同一制度の内部で再分配を行うこと

が，均等処遇の理念からして適当であると考えら

れる。

2 低所得者問題

所得が低く支払能力に欠ける者にも国民年金へ

の定額の拠出を義務づけることは，社会保険とし

て無理があることは制度発足当初から認識されて

おり，従来は免除制度を設けて拠出したとみなす

ことで皆保険を擬制してきた。しかしながら，雇

用が不安定化し，生涯において非正規雇用や失業

の期間が特別な短期の期間ではなくなってきつつ

ある現在，こうした雇用の不安定な低所得者は保

険料を継続的に払いにくく，国庫負担分の給付額

にしか結び付かない免除期間が長ければ低年金に

なってしまうので，最低保障を行うためには所得

再分配を強化することが必要になっている。現在

でも助け合い集団である社会保険制度の内部で，

厚生年金に定額給付部分（基礎年金）を設けるな

ど再分配が行われているが，厚生年金において所

得階級ごとに給付率や保険料率を変えるなど，社

会保険制度内部での再分配の強化がまずは行われ

るべきである。

ただし，そのような対応が行われても，厚生年

金に加入できない期間（被用者でない期間）が生

じることは避けられない以上，社会保険のみによ

る最低保障には限界があるので，イギリスなどで

行われているように最低保障のための税による補

填が不可欠になってこよう。

3 制度体系論

自営業者年金ではなく被用者年金加入者以外の

すべての者を加入させる国民年金制度はわが国独

特のものであり，所得の有無にかかわらず加入さ

せて拠出を擬制し，被用者年金との2本立てとす

る社会保険万能の考え方に基づいた制度体系には

もともと無理があった。これまでは，産業・雇用

構造の変化に対し基礎年金制度による財政調整

や，国庫負担の引上げなどにより対応してきた

が，就労の不安定化の進行で無理が露呈してき

た。

拠出能力に応じた負担とし，再分配を効かせた

給付にするという観点からは，理想的には，全体

を所得比例負担にするとともに，給付については

社会保険内部の再分配を強化し70)，低所得者には

税による補填を行う体系にすることが望ましい。

被用者とそれ以外の者の所得把握には差があると

されているが，種類の違う所得（例えば雇用所得

と事業所得）を合わせて課税することは税制上も

行われており，現に諸外国では所得比例一本の年

金制度体系は存在する71)ので，そこは割り切るこ

とになる。また，再分配を強化するということ

は，高所得者の年金給付を減らすことになるが72)，

その分は私的年金支援の強化で対応する必要があ

る。つまり，低所得者は公的年金と最低保障給付

の組合せ，（中）高所得者は公的年金と私的年金の

組合せで高齢期の公的所得保障を行う制度体系に

することが理想的である。

しかしながら，所得把握の職種間格差への不公

平感や，被用者とそれ以外では所得の性質に差が

あることから，当面は，現在の日本やイギリスの

ように拠出方法に差がある拠出面での2本立ての

制度体系を維持しつつ，被用者以外の者について

の保険料を所得比例にすることが考えられる。こ

れまでも行われてきた付加年金や多段階免除の方

法の延長としても位置付けることができる。この

場合，皆保険を維持するためには，一定範囲の低

所得者に対する免除制度と第三号被保険者制度は

維持せざるを得ないが，非正規雇用労働者（被扶

養者を含む）への厚生年金適用を拡大し，国民年

70) 高所得者と低所得者で給付率や基礎年金への税の投入割合を変えることなどが考えられる。再分配は社会保険

の理念からしておかしいなどとして高額年金者の年金カットに批判する意見もあるが，これまでも定額部分存在

で再分配が行われてきたことを考えると適切な批判とは思われない。
71) アメリカやスウェーデンの例がある。
72) 高所得者の年金給付を減らす方法としては，①高額年金分のみ給付率を低くする，②基礎年金の国庫負担分の

支給を停止する，③年金課税の強化で対応するなどが考えられるが，社会保険内部での再分配の強化が望ましい

という観点からは，①が適当であろう。
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金適用者（第三号被保険者を含む）をできるだけ

小さくしておくことと，低年金者に対する最低保

障のための補填が不可欠になろう。

上記で述べたことは，社会保険中心主義を維持

しながらも，社会保険万能主義をやめるというこ

とを意味する。社会保険は，単に社会の一員とし

て存在するだけではなく，何らかの社会的貢献の

見返りとして受給権を得るという，相互性を重視

する考え方であり，制度への理解や給付水準確保

のために所得保障における社会保険方式は維持す

ることが望ましい73)。一方で，就労が不安定化の

進行の中で，人生のほとんどの期間就労収入から

安定的に拠出することは，（低所得者や育児介護

期間中免除を設けたとしても）難しくなってお

り，社会保険だけで所得保障を行うことは困難に

なっていると言わざるを得ない。述べてきたよう

に，低所得者については公的年金を最低保障給付

で補完し，（中）高所得者は公的年金を私的年金で

補完して高齢期の所得保障を行う制度体系への動

きはすでに見られている。こうした現状も踏まえ

て，改めて社会保険の役割と限界を検討すること

が求められている。
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National Pension Revisited:

The Pension Systems under the Increase in the Number of

Non-regular Employees and Low-income Earners

Jun NISHIMURA＊

Abstract

While the National Pension System was initially designed to cover all nationals except those who are

employees, it has transformed into an insurance for non-regular employees and low-income earners. Looking

at the history of the pension systems in Japan, (1) the government has not actively promoted the expansion of

the coverage of the Employees’Pension System to all employees, (2) the measures for low-income earners

have relied only on social insurance based on the premise of stable employment, (3) the pension systems have

been oddly situated in conflict between the two-tier system focusing on minimum-guarantee and the two-

pillar system based on the social insurance principle.

This article examines the case of UK in which (1) all employees are covered by a single system, (2)

low-income earners are covered by the tax-based system, (3) a flat-rate benefit has recently been introduced

regardless of the type of job while the whole system is quite similar to Japan. One of the observations of this

article is that it would be desirable to expand the coverage of the Employees’Pension System and introduce

minimum-guarantee for low-income earners and the single income-related system in response to the

destabilisation of employment in Japan.

Keywords：Pension, Low-income, Non-regular Employment, Social Insurance, UK Pension


